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2025 年 4～6月期実績・2025 年 7～9月期見通し 

 

               

 

 

調 査 の 概 要        

１．回答数    ：４９４（前回：５０７） 

２．調査時点 ２０２５年６月中旬  

３．当金庫 営業店の調査員による、共通の調査表に基づく聴き取り調査 

４．分析方法：ディフュージョン・インデックス（Ｄ．Ｉ．） 

景気の各指標について、「増加」(良い)－「減少」(悪い)の回答構成比の差に基づく分析 

※全国とは、信用金庫の中央機関である信金中央金庫が全国各地の信用金庫から集計 

した調査の結果を示している。 
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 １．概況（回答数４９４ 前回５０７） 

全業種の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△１５．９ｐｔとなり、前四半期比１５．５ｐｔ悪

化し、２０２３年４～６月期より２年ぶりに全国を下回った。業種別では、全業種で前四半期比より悪

化し、特にサービス業、不動産業で１０ｐｔ以上悪化している。 

項目別では、売上額Ｄ．Ｉ．は△１１．５ｐｔとなり、前四半期比１８．９ｐｔ悪化し、前年同期に

比べた売上額Ｄ．Ｉ．は０．６ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△１７．６ｐｔとなり、前四半期比２０．

０ｐｔ悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は△９．１ｐｔとなった。人手過不足Ｄ．Ｉ．は△１３．

８ｐｔとなり、前四半期比３．５ｐｔと２四半期連続で改善しているが、建設業と卸売業を中心に人手

不足感が続いている。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△９.９ｐｔと今回よりも改善が予想されている。 

（この天気図は、過去１年の景気指標を総合的に判断して作成したものです。） 

好調←        →低調 

 

 

前四半期比

業況D.I. △ 15.9 △ 15.5 △ 9.9

前年同期比売上額D.I. 0.6 △ 12.3 -

前年同期比収益D.I. △ 9.1 △ 13.5 -

売上額D.I. △ 11.5 △ 18.9 △ 0.4

収益D.I. △ 17.6 △ 20.0 △ 6.1

資金繰りD.I. △ 10.7 △ 3.4 △ 5.5

借入金の難易度D.I. △ 7.6 0.5 -

前期比残業時間D.I. 1.4 △ 2.9 0.6

人手過不足D.I. △ 13.8 3.5 △ 15.8

２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月全体

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

2023.4～6 2023.7～9 2023.10～12 2024.1～3 2024.4～6 2024.7～9 2024.10～12 2025.1～3 2025.4～6

業況ＤＩ

但馬 全国

時 期 

業種名 

2025 年 

1 月～3 月 

2025 年 

4 月～6 月 

2025 年 

7 月～9 月(見通し) 

総 合 
   

製造業 
   

建設業 
   

卸売業 
   

小売業 
   

不動産業 
   

サービス業 
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２．製造業（回答数８７ 前回９０） 

製造業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△１９．５ｐｔとなり、前四半期比９．４ｐｔ悪化

した。売上額Ｄ．Ｉ．は△４．６ｐｔとなり、前四半期比８．７ｐｔ改善し、前年同期に比べた売上額

Ｄ．Ｉ．は３．４ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△１２．６ｐｔとなり、前四半期比１１．８ｐｔ改善

し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は△１３．８ｐｔとなった。 

 原材料価格Ｄ．Ｉ．は４３．７ｐｔとなり、前四半期比７．０ｐｔと２四半期振りに上昇した。２０

２２年７～９月期の７１．２ｐｔをピークに緩やかに低下しているが、依然として高水準であり原材料

価格は高止まっている。人手過不足Ｄ．Ｉ．は△９．４ｐｔとなり、前四半期比１１．３ｐｔと２四半

期連続で改善し、２０２２年１０～１２月期の△３０．３ｐｔをピークに緩やかに低下している。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△１６．５ｐｔと今回よりも改善が予想されている。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 19.5 △ 9.4 △ 16.5

前年同期比売上額D.I. 3.4 2.3 -

前年同期比収益D.I. △ 13.8 △ 4.9 -

売上額D.I. △ 4.6 8.7 △ 4.6

受注残D.I. △ 11.5 8.5 △ 3.4

収益D.I. △ 12.6 11.8 △ 11.5

販売価格D.I. 17.2 △ 1.6 5.7

原材料価格D.I. 43.7 7.0 29.9

原材料在庫D.I. △ 5.7 △ 5.7 △ 4.6

資金繰りD.I. △ 6.9 △ 0.2 △ 8.0

借入金の難易度D.I. △ 9.3 △ 3.6 -

前期比残業時間D.I. 6.9 3.6 3.4

人手過不足D.I. △ 9.4 11.3 △ 15.3

現在の設備D.I. △ 8.0 3.1 -

設備投資D.I. 18.4 0.6 -

来期設備投資D.I. 14.9 △ 5.1 -

製造業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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 ３．建設業（回答数１００ 前回９９） 

建設業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△１．０ｐｔとなり、前四半期比４．０ｐｔ悪化し

た。売上額Ｄ．Ｉ．は３．０ｐｔとなり、前四半期比４．１ｐｔ悪化し、前年同期に比べた売上額Ｄ．

Ｉ．は１０．０ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△１．０ｐｔとなり、前四半期比７．１ｐｔと４四半期

振りに悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は５．０ｐｔとなった。 

材料価格Ｄ．Ｉ．は４４．０ｐｔとなり、前四半期比１．６ｐｔ上昇した。２０２２年４～６月期の

７３．５ｐｔをピークとして直近４四半期平均値では４６．４ｐｔであり、材料価格は高止まっている。

人手過不足Ｄ．Ｉ．は△２４．２ｐｔとなり、前四半期比１０．０ｐｔ悪化しており人手不足感は続い

ている。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は±０．０ｐｔと今回よりも改善が予想されている。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 1.0 △ 4.0 0.0

前年同期比売上額D.I. 10.0 2.9 -

前年同期比収益D.I. 5.0 6.0 -

売上額D.I. 3.0 △ 4.1 1.0

受注残D.I. 2.0 5.0 6.0

施工高D.I. 5.0 1.0 4.0

収益D.I. △ 1.0 △ 7.1 △ 5.0

請負価格D.I. 13.0 △ 10.5 5.0

材料価格D.I. 44.0 1.6 28.0

在庫D.I. △ 3.0 △ 6.0 0.0

資金繰りD.I. △ 1.0 7.1 △ 1.0

借入金の難易度D.I. 2.0 4.1 -

前期比残業時間D.I. △ 0.0 △ 5.1 4.0

人手過不足D.I. △ 24.2 △ 10.0 △ 24.2

現在の設備D.I. △ 6.1 1.1 -

設備投資D.I. 28.0 3.8 -

来期設備投資D.I. 25.0 1.8 -

建設業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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 ４．卸売業（回答数５９ 前回５８） 

卸売業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△２３．７ｐｔとなり、前四半期比８．２ｐｔ悪

化した。売上額Ｄ．Ｉ．は△８.５ｐｔとなり、前四半期０．１ｐｔ改善し、前年同期に比べた売上

額Ｄ．Ｉ．は△１０．３ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△２０．３ｐｔとなり、前四半期比で１３．

４ｐｔと２四半期連続で悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．も△１０．３ｐｔとなった。 

販売価格Ｄ．Ｉ．は２３．７ｐｔとなり、前四半期比２．１ｐｔ低下し、直近４四半期平均値では

２９．３ｐｔとなった。仕入価格Ｄ．Ｉ．は４４．１ｐｔとなり、前四半期比２．５ｐｔ低下し、直

近４四半期平均値では４４．６ｐｔとなった。販売価格Ｄ．Ｉ．に比して仕入価格Ｄ．Ｉ．が高い状

況が続いており、価格転嫁が進んでいないことがうかがえる。 

人手過不足Ｄ．Ｉ．は△１９．０ｐｔとなり、前四半期比０．８ｐｔ悪化し、直近４四半期平均値

では△１７．８ｐｔであり、人手不足感は続いている。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△１０．５ｐｔと今回よりも改善が予想されている。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 23.7 △ 8.2 △ 10.5

前年同期比売上額D.I. △ 10.3 △ 8.6 -

前年同期比収益D.I. △ 10.3 △ 3.2 -

前年同期比販売価格D.I. 25.9 △ 15.2 -

売上額D.I. △ 8.5 0.1 △ 3.4

収益D.I. △ 20.3 △ 13.4 △ 6.8

販売価格D.I. 23.7 △ 2.1 15.3

仕入価格D.I. 44.1 △ 2.5 22.0

在庫D.I. △ 1.7 △ 3.4 0.0

資金繰りD.I. △ 15.3 2.0 △ 8.5

借入金の難易度D.I. △ 15.3 2.9 -

前期比残業時間D.I. 3.4 △ 1.8 3.4

人手過不足D.I. △ 19.0 △ 0.8 △ 19.0

現在の設備D.I. △ 6.9 3.4 -

設備投資D.I. 22.0 3.1 -

来期設備投資D.I. 20.3 △ 2.1 -

卸売業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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 ５．小売業（回答数７８ 前回７９） 

小売業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△２４．４ｐｔとなり、前四半期比５．４ｐｔ悪化

した。売上額Ｄ．Ｉ．は△２０．５ｐｔとなり、前四半期比２５．６ｐｔ悪化し、前年同期に比べた売

上額Ｄ．Ｉ．は△９.０ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△３０．８ｐｔとなり、前四半期比２８．２ｐ

ｔと２四半期連続で悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は△２３．１ｐｔとなった。 

仕入価格Ｄ．Ｉ．は３５．９ｐｔとなり、前四半期比１０．９ｐｔ低下し、直近４四半期平均値では

４１．０ｐｔとなった。次回予想では２１．８ｐｔであり、２０２２年７～９月期の６０．９ｐｔのピ

ークと比べ価格上昇が緩和する見通しとなっている。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△２４．４ｐｔとなり、今回同様と予想されている。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 24.4 △ 5.4 △ 24.4

前年同期比売上額D.I. △ 9.0 △ 17.8 -

前年同期比収益D.I. △ 23.1 △ 25.6 -

前年同期比販売価格D.I. 30.8 △ 11.0 -

売上額D.I. △ 20.5 △ 25.6 △ 14.1

収益D.I. △ 30.8 △ 28.2 △ 23.1

販売価格D.I. 14.1 △ 18.8 9.0

仕入価格D.I. 35.9 △ 10.9 21.8

在庫D.I. 0.0 △ 7.6 0.0

資金繰りD.I. △ 21.8 △ 9.1 △ 7.7

借入金の難易度D.I. △ 11.5 7.1 -

前期比残業時間D.I. 0.0 △ 1.3 △ 6.4

人手過不足D.I. △ 7.8 2.9 △ 6.5

現在の設備D.I. △ 11.5 △ 1.4 -

設備投資D.I. 17.9 0.2 -

来期設備投資D.I. 12.8 △ 1.1 -

小売業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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 ６．不動産業（回答数１６ 前回１３） 

不動産業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△１２．５ｐｔとなり、前四半期比２０．２ｐ

ｔと２四半期振りに悪化した。売上額Ｄ．Ｉ．は△１２．５ｐｔとなり、前四半期比２０．２ｐｔ悪

化し、前年同期に比べた売上額Ｄ．Ｉ．は△１２．５ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△１２．５ｐｔ

となり、前四半期比１２．５ｐｔと２四半期振りに悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は△１２．

５ｐｔとなった。 

販売価格Ｄ．Ｉ．は６．３ｐｔとなり、前四半期比９．１ｐｔ低下し、仕入価格Ｄ．Ｉ．は６．７

ｐｔとなり、前四半期比で３５．０ｐｔ低下した。在庫Ｄ．Ｉ．は△６．７ｐｔとなり、前四半期比

１０．０ｐｔ上昇し、直近４四半期の平均値は△１２．３ｐｔとなった。次回予想でも△１３．３ｐ

ｔとなり在庫不足感は続く見通しとなっている。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△６．３ｐｔと今回よりも改善が予想されてい

る。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 12.5 △ 20.2 △ 6.3

前年同期比売上額D.I. △ 12.5 △ 20.2 -

前年同期比収益D.I. △ 12.5 △ 20.2 -

売上額D.I. △ 12.5 △ 20.2 △ 6.3

収益D.I. △ 12.5 △ 12.5 0.0

販売価格D.I. 6.3 △ 9.1 12.5

仕入価格D.I. 6.7 △ 35.0 6.7

在庫D.I. △ 6.7 10.0 △ 13.3

資金繰りD.I. △ 12.5 △ 4.8 △ 12.5

借入金の難易度D.I. △ 14.3 △ 6.6 -

前期比残業時間D.I. △ 6.3 △ 6.3 0.0

人手過不足D.I. 0.0 7.7 0.0

不動産業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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７．サービス業（回答数１５４ 前回１６８） 

サービス業の２０２５年４～６月期の業況Ｄ．Ｉ．は△１６．３ｐｔとなり、前四半期比３２．６

ｐｔと４四半期振りに悪化した。売上額Ｄ．Ｉ．は△２１．４ｐｔとなり、前四半期比４６．６ｐｔ

悪化し、前年同期に比べた売上額Ｄ．Ｉ．は３．２ｐｔとなった。収益Ｄ．Ｉ．は△２４．０ｐｔと

なり、前四半期比４４．３ｐｔ悪化し、前年同期に比べた収益Ｄ．Ｉ．は△７．８ｐｔとなった。 

料金価格Ｄ．Ｉ．は８．４ｐｔとなり、前四半期比１６．６ｐｔ低下し、材料価格Ｄ．Ｉ．は２９．

２ｐｔとなり、前四半期比１１．３ｐｔ低下した。料金価格Ｄ．Ｉ．に比して材料価格Ｄ．Ｉ．が高

い状況が続いており、価格転嫁が進んでいないことがうかがえる。 

次回（２０２５年７～９月期）の業況Ｄ．Ｉ．は△５．８ｐｔと今回よりも改善が予想されている。 

 

 

  

前四半期比

業況D.I. △ 16.3 △ 32.6 △ 5.8

前年同期比売上額D.I. 3.2 △ 26.5 -

前年同期比収益D.I. △ 7.8 △ 26.8 -

売上額D.I. △ 21.4 △ 46.6 9.7

収益D.I. △ 24.0 △ 44.3 4.5

料金価格D.I. 8.4 △ 16.6 18.2

材料価格D.I. 29.2 △ 11.3 23.4

資金繰りD.I. △ 11.7 △ 10.5 △ 3.9

借入金の難易度D.I. △ 7.2 △ 2.6 -

前期比残業時間D.I. 0.0 △ 6.0 △ 0.7

人手過不足D.I. △ 11.8 9.2 △ 15.7

現在の設備D.I. △ 13.0 2.0 -

設備投資D.I. 18.8 △ 10.3 -

来期設備投資D.I. 21.4 △ 10.7 -

サービス業 ２０２５年４月～６月 ２０２５年７月～９月
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△ 14.0

△ 12.0

△ 10.0

△ 8.0

△ 6.0

△ 4.0

△ 2.0

0.0

2023.4～6 2023.7～9 2023.10～12 2024.1～3 2024.4～6 2024.7～9 2024.10～12 2025.1～3 2025.4～6

資金繰りＤＩ（全業種）

但馬 全国

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

2023.4～6 2023.7～9 2023.10～12 2024.1～3 2024.4～6 2024.7～9 2024.10～12 2025.1～3 2025.4～6

前年同期売上ＤＩ（全業種）

但馬 全国

△ 30.0

△ 25.0

△ 20.0

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

2023.4～6 2023.7～9 2023.10～12 2024.1～3 2024.4～6 2024.7～9 2024.10～12 2025.1～3 2025.4～6

人手不足ＤＩ（全業種）

但馬 全国

人手不足感は全

国の方が強い 
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業　種　別　Ｄ　Ｉ　等　の　推　移　表

前年同期に比べた

売上額 収　益 売上額 収　益

2023.4～6 △ 10.6 19.6 8.9 △ 5.0 △ 12.0 △ 13.3 0.2 △ 16.4 △ 10.8 2023.4～6 △ 7.4 12.3 △ 2.3 △ 7.1 △ 24.4

2023.7～9 △ 5.2 22.9 10.3 14.3 4.1 △ 6.0 1.6 △ 14.4 △ 3.8 2023.7～9 △ 7.0 11.1 △ 2.5 △ 7.1 △ 25.0

2023.10～12 6.0 18.9 7.9 17.5 9.2 △ 6.3 4.0 △ 18.1 △ 8.0 2023.10～12 △ 3.3 9.5 △ 2.7 △ 7.3 △ 27.4

2024.1～3 △ 6.6 2.3 △ 6.3 △ 2.5 △ 7.9 △ 6.7 1.3 △ 15.9 △ 7.6 2024.1～3 △ 9.3 5.1 △ 4.9 △ 8.8 △ 26.1

2024.4～6 △ 5.5 7.0 △ 0.4 △ 2.9 △ 13.8 △ 9.9 △ 2.7 △ 14.6 △ 6.4 2024.4～6 △ 7.8 6.1 △ 5.0 △ 7.2 △ 25.1

2024.7～9 △ 5.2 13.7 1.1 10.1 3.2 △ 9.0 0.8 △ 18.5 △ 6.9 2024.7～9 △ 5.6 6.3 △ 3.7 △ 7.8 △ 25.2

2024.10～12 4.1 13.0 5.2 12.8 8.7 △ 7.2 6.2 △ 20.4 △ 8.7 2024.10～12 △ 2.6 6.8 △ 3.2 △ 6.9 △ 28.0

2025.1～3 △ 0.4 12.9 4.4 7.3 2.4 △ 7.3 4.3 △ 17.3 △ 8.1 2025.1～3 △ 9.1 6.0 △ 5.3 △ 9.4 △ 26.1

2025.4～6 △ 15.9 0.6 △ 9.1 △ 11.5 △ 17.6 △ 10.7 1.4 △ 13.8 △ 7.6 2025.4～6 △ 6.9 4.9 △ 4.6 △ 7.6 △ 25.1

2025.7～9 △ 10.0 2025.7～9 △ 6.4 △ 7.9 △ 26.3

売上額 収　益

2023.4～6 △ 8.0 21.6 10.2 0.0 △ 2.3 △ 2.3 22.7 63.6 11.5 △ 9.1 △ 1.1 △ 20.9 △ 2.3 △ 13.6 23.9

2023.7～9 △ 3.4 38.6 23.9 22.7 17.0 9.1 33.0 62.5 2.3 △ 8.0 0.0 △ 19.0 △ 2.5 △ 12.5 19.3

2023.10～12 15.6 15.8 4.2 26.3 20.8 9.4 28.1 53.1 11.5 △ 3.1 8.3 △ 24.2 △ 6.4 △ 14.6 51.0

2024.1～3 6.7 9.8 △ 1.1 3.3 7.6 △ 2.2 21.7 53.3 3.3 2.2 10.9 △ 16.9 △ 2.5 △ 19.6 29.3

2024.4～6 △ 6.7 23.4 12.8 1.1 △ 2.1 △ 10.6 16.0 48.9 4.3 △ 1.1 △ 5.3 △ 20.9 △ 6.5 △ 11.7 10.6

2024.7～9 △ 11.1 12.9 △ 7.5 4.3 1.1 △ 3.2 34.4 59.1 2.2 △ 5.4 △ 2.2 △ 24.1 △ 6.7 △ 9.7 17.2

2024.10～12 10.1 21.3 11.2 21.1 23.3 15.6 37.8 58.9 5.6 △ 2.2 15.7 △ 28.4 △ 1.1 △ 11.1 20.0

2025.1～3 △ 10.1 1.1 △ 8.9 △ 13.3 △ 20.0 △ 24.4 18.9 36.7 0.0 △ 6.7 3.3 △ 20.7 △ 5.7 △ 11.1 17.8

2025.4～6 △ 19.5 3.4 △ 13.8 △ 4.6 △ 11.5 △ 12.6 17.2 43.7 △ 5.7 △ 6.9 6.9 △ 9.4 △ 9.3 △ 8.0 18.4

2025.7～9 △ 16.5

売上額 収　益

2023.4～6 △ 14.7 0.0 △ 11.9 △ 1.0 △ 11.8 △ 5.9 △ 13.7 21.6 61.4 1.0 △ 13.7 0.0 △ 16.8 △ 8.8 △ 3.9 22.5

2023.7～9 △ 6.9 4.9 △ 5.8 4.9 1.9 10.7 △ 9.7 15.5 49.5 △ 7.8 △ 11.7 1.9 △ 24.5 3.2 △ 13.6 26.2

2023.10～12 △ 3.8 3.8 △ 5.7 7.6 6.7 8.6 △ 4.8 9.5 45.7 △ 1.0 △ 3.8 1.9 △ 23.5 2.9 △ 2.9 54.3

2024.1～3 △ 8.7 0.0 △ 6.5 △ 7.5 △ 13.1 △ 2.8 △ 12.1 14.0 45.8 △ 2.8 △ 8.4 △ 1.9 △ 18.6 △ 6.1 △ 3.8 25.2

2024.4～6 2.9 △ 2.0 △ 4.9 5.8 5.9 9.7 △ 2.0 24.3 54.4 △ 1.9 △ 9.7 △ 2.9 △ 14.6 △ 4.0 △ 5.8 20.4

2024.7～9 0.9 4.6 △ 10.2 13.1 8.3 15.7 1.9 18.5 46.3 0.0 △ 0.9 △ 2.8 △ 19.2 0.0 △ 4.6 15.7

2024.10～12 4.9 10.8 4.9 2.0 1.0 12.7 5.9 26.7 52.9 3.9 △ 10.8 1.0 △ 24.2 △ 2.1 △ 6.9 25.5

2025.1～3 3.0 7.1 △ 1.0 7.1 △ 3.0 4.0 6.1 23.5 42.4 3.0 △ 8.1 5.1 △ 14.3 △ 2.1 △ 7.1 24.2

2025.4～6 △ 1.0 10.0 5.0 3.0 2.0 5.0 △ 1.0 13.0 44.0 △ 3.0 △ 1.0 △ 0.0 △ 24.2 2.0 △ 6.1 28.0

2025.7～9 0.0

売上額 収　益 販売価格

2023.4～6 △ 8.8 10.3 5.2 44.8 0.0 △ 8.6 20.7 46.6 1.7 △ 20.7 0.0 △ 20.4 △ 10.9 △ 17.2 19.0

2023.7～9 △ 6.5 27.4 17.7 44.3 12.9 0.0 24.2 46.8 △ 6.5 △ 9.8 △ 1.6 △ 11.1 △ 9.6 △ 14.8 27.4

2023.10～12 5.0 30.0 6.7 38.3 31.7 20.0 26.7 40.0 5.0 △ 3.3 0.0 △ 10.5 △ 11.1 △ 8.3 61.7

2024.1～3 △ 19.0 7.9 △ 3.2 36.5 4.8 △ 7.9 31.7 60.3 11.1 △ 8.1 0.0 △ 22.6 △ 8.0 △ 11.3 30.2

2024.4～6 △ 15.8 3.5 △ 15.8 45.6 △ 1.8 △ 21.1 36.8 49.1 12.3 △ 12.3 0.0 △ 24.1 △ 9.3 △ 8.8 19.3

2024.7～9 △ 11.7 13.3 △ 3.3 46.7 3.3 △ 6.7 46.7 50.8 6.7 △ 10.0 1.7 △ 22.2 △ 5.5 △ 10.0 21.7

2024.10～12 △ 16.1 △ 3.2 △ 9.7 35.5 3.2 △ 3.2 21.0 37.1 8.1 △ 17.7 3.2 △ 11.9 △ 15.8 △ 3.2 21.0

2025.1～3 △ 15.5 △ 1.8 △ 7.1 41.1 △ 8.6 △ 6.9 25.9 46.6 1.7 △ 17.2 5.2 △ 18.2 △ 18.2 △ 10.3 19.0

2025.4～6 △ 23.7 △ 10.3 △ 10.3 25.9 △ 8.5 △ 20.3 23.7 44.1 △ 1.7 △ 15.3 3.4 △ 19.0 △ 15.3 △ 6.9 22.0

2025.7～9 △ 10.5

売上額 収　益 販売価格

2023.4～6 △ 18.3 22.0 2.4 41.5 △ 14.6 △ 22.0 23.2 40.2 3.7 △ 9.8 △ 3.7 △ 10.0 △ 13.6 △ 11.0 8.5

2023.7～9 △ 7.0 19.8 8.1 43.0 9.3 9.3 32.6 53.5 2.3 △ 8.1 3.5 △ 7.7 △ 5.1 △ 3.5 25.6

2023.10～12 3.7 20.7 15.9 29.3 19.5 18.3 34.1 42.7 3.7 △ 11.0 2.4 △ 12.8 △ 13.7 △ 3.7 68.3

2024.1～3 △ 6.1 4.9 △ 7.3 30.5 0.0 △ 4.9 19.5 40.7 2.4 △ 7.3 △ 2.4 △ 11.1 △ 12.0 △ 2.4 31.7

2024.4～6 △ 17.3 △ 2.4 △ 7.3 30.5 △ 18.3 △ 29.3 22.0 35.4 2.4 △ 18.3 △ 3.7 △ 8.6 △ 15.0 △ 4.9 17.1

2024.7～9 △ 12.7 10.3 3.8 32.1 0.0 △ 5.1 31.6 41.8 2.5 △ 16.5 0.0 △ 17.3 △ 12.3 △ 7.6 6.3

2024.10～12 △ 12.3 7.4 △ 7.4 38.3 11.1 2.5 28.4 39.5 3.7 △ 7.4 △ 1.2 △ 12.3 △ 13.6 △ 8.6 12.3

2025.1～3 △ 19.0 8.9 2.5 41.8 5.1 △ 2.5 32.9 46.8 7.6 △ 12.7 1.3 △ 10.7 △ 18.7 △ 10.1 17.7

2025.4～6 △ 24.4 △ 9.0 △ 23.1 30.8 △ 20.5 △ 30.8 14.1 35.9 0.0 △ 21.8 0.0 △ 7.8 △ 11.5 △ 11.5 17.9

2025.7～9 △ 24.4

売上額 収　益

2023.4～6 △ 6.3 12.5 △ 6.3 6.3 △ 6.3 0.0 25.0 6.3 △ 25.0 △ 6.3 △ 6.3 △ 25.0

2023.7～9 0.0 30.8 7.7 35.7 0.0 21.4 28.6 △ 14.3 0.0 0.0 0.0 △ 15.4

2023.10～12 △ 10.0 0.0 △ 9.1 9.1 9.1 0.0 0.0 △ 9.1 △ 9.1 0.0 9.1 △ 20.0

2024.1～3 △ 6.7 △ 20.0 △ 20.0 △ 13.3 △ 13.3 6.7 20.0 0.0 6.7 0.0 △ 6.7 △ 14.3

2024.4～6 11.1 △ 5.6 11.1 16.7 0.0 11.1 27.8 △ 5.6 △ 5.6 △ 5.6 △ 5.6 △ 5.9

2024.7～9 △ 29.4 △ 5.9 △ 17.6 △ 23.5 △ 35.3 11.8 29.4 △ 11.8 △ 11.8 0.0 △ 7.1 0.0

2024.10～12 7.1 14.3 0.0 △ 7.1 △ 14.3 7.1 0.0 △ 14.3 △ 7.1 0.0 0.0 0.0

2025.1～3 7.7 7.7 7.7 7.7 0.0 15.4 41.7 △ 16.7 △ 7.7 0.0 △ 7.7 △ 7.7

2025.4～6 △ 12.5 △ 12.5 △ 12.5 △ 12.5 △ 12.5 6.3 6.7 △ 6.7 △ 12.5 △ 6.3 0.0 △ 14.3

2025.7～9 △ 6.3

施行高 収　益

製 造 業
業　況 売上額 受注残 収　益

前年同期に比べた

建 設 業
業　況

前年同期に比べた

売上額 受注残

人　手

借入金の

難 易 度

現 在 の

設　　備

設備投資

実施割合販売価格 原材料価格 原材料在庫 資金繰り

前期比

残業時間

請負価格 材料価格 在　庫 資金繰り

前期比

残業時間 人　手

借入金の

難 易 度

現 在 の

設　　備

設備投資

実施割合

卸 売 業
業　況

前年同期に比べた

売上額 収　益 販売価格 仕入価格 在　庫 資金繰り

前 期 比

残業時間 人　手

借入金の

難 易 度

設備投資

実施割合

小 売 業
業　況

前年同期に比べた

売上額 収　益 販売価格 仕入価格 在　庫 資金繰り

前 期 比

残業時間 人　手

借入金の

難 易 度

現 在 の

設　　備

設備投資

実施割合

現 在 の

設　　備

不動産業
業　況

前年同期に比べた

売上額 収　益 販売価格 仕入価格 在　庫 資金繰り

前 期 比

残業時間 人　手

借入金の

難 易 度

全 業 種
業　況 売上額 収　益 資金繰り

前年同期に比べた

資金繰り 人　手

前 期 比

残業時間 人　手

借入金の

難 易 度

全国
業　況



11 

 

 

  

売上額 収　益

2023.4～6 △ 6.5 34.4 28.5 △ 8.6 △ 13.2 5.3 41.4 △ 13.8 3.9 △ 16.6 △ 13.9 △ 17.6 20.3

2023.7～9 △ 4.2 25.0 11.6 17.0 9.1 20.0 49.1 0.6 2.4 △ 11.5 △ 5.2 △ 12.7 20.6

2023.10～12 9.1 26.5 16.3 13.2 9.6 29.9 48.5 △ 8.4 5.4 △ 18.2 △ 11.5 △ 10.2 66.5

2024.1～3 △ 7.8 △ 2.4 △ 9.6 △ 5.4 △ 9.0 17.5 32.5 △ 10.2 0.6 △ 15.5 △ 8.3 △ 12.0 21.1

2024.4～6 △ 2.5 10.8 2.5 △ 5.6 △ 14.4 8.7 31.7 △ 10.6 △ 1.2 △ 11.9 △ 2.6 △ 13.8 20.5

2024.7～9 2.4 23.8 15.5 21.9 19.0 20.8 32.7 △ 11.3 4.8 △ 15.3 △ 10.1 △ 14.3 24.9

2024.10～12 15.6 18.6 14.4 21.0 16.2 33.5 40.1 △ 3.6 9.6 △ 22.4 △ 12.6 △ 16.3 29.3

2025.1～3 16.3 29.8 19.0 25.1 20.2 25.0 40.5 △ 1.2 6.0 △ 20.9 △ 4.5 △ 15.0 29.2

2025.4～6 △ 16.3 3.2 △ 7.8 △ 21.4 △ 24.0 8.4 29.2 △ 11.7 0.0 △ 11.8 △ 7.2 △ 13.0 18.8

2025.7～9 △ 5.8

材料価格 資金繰り

前 期 比

残業時間 人　手
サービス業

業　況

前年同期に比べた

売上額 収　益
借入金の

難 易 度

現 在 の

設　　備

設備投資

実施割合料金価格
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≪特別調査≫ 

「５年後（２０３０年）以降を見据えた中長期的な経営について」 

外部情勢の不確実性が増すなか、中小企業において中長期的な経営を意識する重要性が高まっていく

ものと考えられる。今回は、最低賃金引上げや少子高齢化等、今後中小企業が直面すると見込まれる経

営課題について、５年後（２０３０年）という基準を設けて調査を実施した。 

 

問１．最低賃金について、現行の１，０５５円（全国加重平均）が仮に１，５００円となった場合、貴

社では雇用や労働時間の削減を行う見通しですか。１～３の中から１つ選んでお答えください。

また、貴社における雇用や労働時間以外に考えられる対応策について、４～０の中から最も当て

はまるものを１つ選んでお答えください。 

 

最低賃金が現行の１，０５５円（全国加重平均）から仮に１，５００円となった場合、雇用や労働時

間の削減を「行う見通し」は但馬３０．９％、全国２１．３％と回答した。人手不足感は全国の方が強

いことから、回答にもそれが反映されていることが想定される。 

雇用や労働時間削減以外に考えられる対応については、「特に対応は行わない」は但馬２６．８％、

全国２２．４％、「経費（人件費以外）を引下げる」は但馬２５．８％、全国１９．０％、「販売価格

を引上げる」は但馬１８．３％、全国２７．７％となった。 

 

 

  

1.行う見通し
2.行わない

見通し

3.わからな

い

当金庫 30.9% 24.3% 44.9%

全国 21.3% 37.5% 41.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

雇用や労働時間の削減

4.経費（人件

費以外）を引

下げる

5.省力化投資

（設備、ＩＴ等）

を行う

6.販売価格を

引上げる

7.仕入価格を

引下げる

8.もともと従業

員がいない
9.わからない

0.特に対応は

行わない

当金庫 25.8% 7.8% 18.3% 0.8% 4.3% 16.3% 26.8%

全国 19.0% 7.5% 27.7% 1.3% 3.8% 18.2% 22.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

最低賃金引上げの対応
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問２．企業における社会保険負担（適用範囲や納付額の上昇）の増加が今後も見込まれますが、この流

れについて、経営面でどの程度の不安を感じていますか。次の１～３の中から当てはまるものを

１つお選びください。また、経営面への影響について考えられることを４～０の中から１つお選

びください。 

 

社会保険負担の増加が見込まれる点について、経営面で不安を感じている企業は、但馬６３．１％、

全国５８．７％におよんだ。一方で不安を感じていない企業は、但馬６．４％、全国９．２％にとどま

っており、多くの企業が社会保険負担の増加に懸念を持っていることが分かる。但馬、全国ともに規模、

業種にかかわらず全ての階層で不安を感じている企業が多くなっており、社会保険負担増への不安は

広がっているといえる。 

経営面への影響については、「社会保険料納付の時間や手間が増える（但馬２７．２％、全国１６．

３％）」が最も多く、以下、「賃金引上げの妨げになる（但馬２４．７％、全国３１．５％）」、「特

に影響はない（但馬１５．７％、全国１７．９％）」、「わからない（但馬１４．６％、全国１６．０％）」

が続いた。 

 

 

  

1.不安を感

じている

2.どちらでも

ない

3.不安を感

じていない

当金庫 63.1% 30.5% 6.4%

全国 58.7% 32.1% 9.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

不安感

4.社会保険料

納付の時間や

手間が増える

5.従業員への

説明に時間が

かかる

6.雇用が抑制

される

7.賃金引上げ

の妨げになる

8.もともと従業

員がいない
9.わからない

0.特に影響は

ない

当金庫 27.2% 2.5% 10.5% 24.7% 4.9% 14.6% 15.7%

全国 16.3% 2.5% 11.6% 31.5% 4.2% 16.0% 17.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

経営面への影響
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問３．わが国では、２０３０年以降も人口の減少や高齢化の進展が見込まれていますが、これらに対し

て貴社ではどのように対応していきたいと考えていますか。生産面については１～６の中から、

販売面については７～０の中から、当てはまるものを１つずつお選びください。 

 

人口の減少や高齢化の進展への対応について、生産面については、「現時点では考えていない」

が但馬３６．３％、全国３３．９％と最も多くなった。全国では従業員１０人以上の規模階層では

軒並み２０％以下にとどまっていることから、小規模企業で対応が遅れていることを示し、但馬は

全国に対して２．４ｐｔ上回る結果となった。 

対応している企業については、「定年延長などの高齢者の活躍推進（但馬２４．３％、全国２６．

１％）」、「待遇改善を通じた現役世代の確保（但馬１３．２％、全国１４．８％）」が多かった。 

販売面についても「現時点では考えていない」が但馬４６．２％、全国４２．０％と最も多くな

った。ただし全国では従業員２０人以上の規模階層では軒並み３０％以下にとどまっており、特に

小規模企業で対応が遅れていることを示し、但馬は全国に対して４．２ｐｔ上回る結果となった。 

 

 

  

1.定年延長な

ど高齢化の

活躍推進

2.待遇改善を

通じた現役世

代の確保

3.外国人採

用の強化

4.人材教育

の強化

5.省力化投

資（ＩＴ、設備

等）の増加

6.現時点では

考えていない

当金庫 24.3% 13.2% 6.2% 13.4% 6.6% 36.3%

全国 26.1% 14.8% 6.8% 11.6% 6.9% 33.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

生産面

7.新しい商品・

サービスの開

発

8.新しい市場

への進出・強

化

9.現在の市場

で今の商品の

販売を強化

0.現時点では

考えていない

当金庫 15.3% 13.6% 24.9% 46.2%

全国 14.7% 14.5% 28.8% 42.0%
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問４．貴社における５年後の２０３０年を見据えた事業承継の状況について、２０３０年までに経営者

の変更を予定している人は変更先を１～５の中から、予定していない人は貴社の状況を６～０の

中から、１つ選んでお答えください。 

 

経営者の変更予定については、２０３０年までに経営者の変更を予定している企業が合計で但馬２

１．８％、全国２９．６％、２０３０年までに経営者変更を予定していない企業が合計で但馬７８．

２％、全国７０．５％となった。また、「廃業を予定」は但馬３．１％、全国２．１％、「事業承継に

ついては全くの未定」は但馬３２．６％、全国２５．０％となった。 

２０３０年までの経営者の変更を予定している企業では「親族に承継（但馬１３．６％、全国１９．

５％）」が多く、変更を予定していない企業では「経営者が若く検討不要（但馬２６．３％、全国２１．

０％）」、「検討の必要性は感じているが未着手（但馬１３．４％、全国１７．５％）」が多かった。 

 

 

  

2030年まで

に経営者

変更を予定

せず

6.経営者が

若く検討不

要

7.検討の必

要性は感じ

ているが未

着手

8.2030年以

降の承継を

決定済み

当金庫 78.2% 26.3% 13.4% 2.8%

全国 70.5% 21.0% 17.5% 4.9%
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2.親族以外
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員の承継

3.親族以外

の社外人材

に承継

4.他社への

事業譲渡（Ｍ

＆Ａを含む）

を予定

5.承継者を選

定中

当金庫 21.8% 13.6% 3.1% 0.6% 0.6% 3.9%

全国 29.6% 19.5% 3.9% 0.5% 1.3% 4.4%
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全国 2.1% 25.0%
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問５．貴社ではＳＤＧｓ（２０３０年を目途とした持続可能な開発目標）にかかる以下の１～９の取組

を行っていますか。もっとも取組んでいるものを最大３つまで選んでお答えください。取組んで

いない方は０とお答えください。 

 

ＳＤＧｓの理念と一致する取組の実行状況については、「省エネ、節電、再生可能エネルギーの使

用」が但馬３５．２％、全国４１．６％と最も多くなったものの、前回（２０２２年９月）調査と比

較して但馬１５．５ｐｔ、全国１３．３ｐｔ、それぞれ低下した。次に多い「再生資源等の活用、製

品長寿化等（但馬２０．３％、全国１８．８％）」についても同様に但馬６．６ｐｔ、全国７．３ｐ

ｔ、それぞれ低下した。 

対して、「上記の取組はしていない」は但馬３８．９％、全国３０．１％と、前回から但馬５．１

ｐｔ、全国７．７ｐｔ、それぞれ上昇した。全国では規模、業種にかかわらずすべての階層で「取組

はしていない」との回答が増加しており、但馬、全国ともにＳＤＧｓにかかる意識はやや低下する結

果となった。 

 

 

1.（省エネ）省

エネ、節電、

再生可能エネ

ルギーの使用

2.（省資源）再

生資源等の

活用、製品長

寿化等

3.（水資源）水

使用量削減、

排水管理

4.（森林資源）

ペーパーレス

化、緑化・植

林

5.（環境負荷）

グリーン調

達、有害物質

の削減等

6.（雇用）女性

や高齢者、外

国人等の多

様な人材の雇

用

7.（労働環境）

研修に充実、

働き方改革の

実施

8.（貧困対策・

健康福祉）

フェアトレー

ド、途上国支

援

9.（地域貢献）

防犯、防災、

寄付、まちづく

り

0.上記の取組

みはしていな

い

当金庫 35.2% 20.3% 7.4% 5.1% 3.3% 13.1% 8.0% 0.4% 10.4% 38.9%

全国 41.6% 18.8% 5.5% 14.9% 4.6% 16.7% 16.5% 0.6% 13.4% 30.1%
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